（様式２）
経営計画書
名　称：　　　　　　　　　　
＜応募者の概要＞
	（フリガナ）
名称（商号または屋号）
	

	法人番号（13桁）※１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	自社ホームページのＵＲＬ
（ホームページが無い場合は「なし」と記載）
	

	主たる業種※２
	【以下のいずれか一つを選択してください】
①（　　　）商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く）
②（　　　）サービス業のうち宿泊業・娯楽業
③（　　　）製造業その他

	常時使用する
従業員数※３
	人
	＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記入してください。
＊従業員数が小規模事業者の定義を超える場合は申請できません。

	資本金額
（個人事業者は記載不要）
	万　　　円
	設立年月日（和暦）
※４
	年　　月　　日

	連絡担当者
	（フリガナ）
氏名
	
	役職
	

	
	住所
	（〒　　－　　　）


	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	FAX番号
	
	E-mailアドレス
	


（日本商工会議所・補助金事務局からの書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、全て「連絡担当者」（共同申請の場合は、原則、代表事業者の連絡担当者）宛てに行います。補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる方を記載してください。電話番号または携帯電話番号は必ず記入をお願いします。FAX番号・E-mailアドレスも極力記入してください。）
※１　法人の場合は、法人番号（13桁）を記載してください。
【参考：国税庁・法人番号公表サイト（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）】
　　＊履歴事項全部証明書等に記載の「会社法人等番号（12桁）」ではありません。
個人事業主は「なし」と明記してください。マイナンバー（個人番号（12桁））は記載しないでください。
※２　公募要領Ｐ. ３記載の【参考２：「商業・サービス業」「製造業その他」の考え方】に基づいて、主たる業種の区分を一つ選択してください。一つの会社や一人の個人事業主が複数の事業を行っている、被災の前後で事業内容が変わっているなど、業種の判断に迷った場合は、地域の商工会議所にご相談いただけます。
※３　公募要領Ｐ. ４の【参考４：「常時使用する従業員数」に含めないもの】をご参照のうえ、ご記入ください。なお、常時使用する従業員に含めるか否かの判断に迷った場合は、地域の商工会議所にご相談いただけます。
（従業員数が公募要領Ｐ. ３記載の【参考１：小規模事業者の定義】を満たす事業者のみ申請できます。）
※４　「設立年月日」は、創業後に組織変更（例：個人事業者から株式会社化、有限会社から株式会社化）された場合は、現
　　　在の組織体の設立年月日（例：個人事業者から株式会社化した場合は、株式会社の設立年月日）を記載してください。
　＊個人事業者で、設立「日」が不明の場合は、「日」の部分は空欄のままで構いません（年月までは必ず記載）。
【今回公募の対象者であることの確認項目】　※全ての申請者が必須回答です。
Ⅰ．補助事業を行おうとする事業所が所在する地域（①、②のいずれか一つを選択）
　　
①（　　　）北海道勇払郡厚真町・安平町・むかわ町
＜注：①は共同申請の参画事業者の場合のみ該当可能＞
②（　　　）上記①の地域を除く北海道全域
Ⅱ．自社における「北海道胆振東部地震」の影響（①、②のいずれか一つを選択し、
追問に回答）　
①（　　　）北海道内で、自社の事業用資産に損壊等の直接の被害あり
◆直接の被害を受けた事業所が所在する地域（(1)、(2)のいずれか一つを選択）
(1)（　　　）北海道勇払郡厚真町・安平町・むかわ町に所在
(2)（　　　）上記(1)の地域を除く北海道内に所在
→(a)（　　　）上記地震により、北海道内で、自社の事業用資産が直接被害を受けた事業者であることを証する公的書類（罹災証明書等）あり　
＊当該公的書類を本紙に添付のこと（写しでも可）
→(b)（　　　）上記地震により、北海道内で、自社の事業用資産が直接被害を受けた事業者であることを証する公的書類なし
＊以下の直接被害状況欄を記入し、自社の事業用資産が被害を受けたことがわかる証拠写真を添付のこと（不備の場合は対象外）　
	直接被害状況欄【上記①－(b)に該当する場合は、必ず記入のこと（写真添付が必須）】
＊上記地震による被害の状況が分かるよう、できるだけ具体的にご記入ください。

	


　
②（　　　）自社の事業用資産への直接の被害はないが、上記地震に起因して、売上減（平成３０年９月または１０月の１か月間の売上高が前年同月または同期と比較して減少）の間接被害あり
＊上記の１か月間の売上高が前年同月または同期と比較して減少したことを行政機関が証した書面の写し（例：セーフティネット保証４号の認定書、雇用調整助成金の適用書等）を本紙に添付のこと（不備の場合は対象外）
Ⅲ．補助事業として取り組むものが、「射幸心をそそるおそれがある、または公序良俗を害するおそれがある」事業（公募要領Ｐ.25参照）に該当するか否か。
（①、②のいずれか一つを選択）
①（　　　）該当しない
②（　　　）該当する　＊該当する事業の場合は対象外となり、申請できません。
	※「平成２９年度補正予算　小規模事業者持続化補助金」において採択を受けた
事業者か否か（①、②のいずれか一つを選択）
（注）「平成２９年度補正予算　小規模事業者持続化補助金」は、以下の２種類です。
(1)全国向け公募：平成30年３月９日公募開始、７月19日採択発表
(2)追加公募（北海道胆振東部地震対策型）
：平成30年10月19日公募開始、12月７日採択発表
①（　　　）平成２９年度補正予算　小規模事業者持続化補助金（上記(1)(2)のいずれか。以下同じ。）に、単独または共同申請のいずれかで採択・交付決定を受けて補助事業を実施した
⇒この場合、今回の公募に応募し採択を受けることは可能ですが、その際、同一の経費を両方の事業に補助対象経費として計上することはできません（補助金の交付後であっても、重複計上が判明した場合には返還が必要となります）。
以下の誓約欄に必ずチェックを入れてください。
（　　　）今回、採択を受けた場合、平成２９年度補正予算事業における
補助事業と同一の経費の重複計上はしないことを誓約します。
　
②（　　　）平成２９年度補正予算　小規模事業者持続化補助金に応募していない、または採択を受けていない



	１．企業概要


	２．顧客ニーズと市場の動向


	３．自社や自社の提供する商品・サービスの強み


	４．北海道胆振東部地震による被害からの事業再建に向けた経営方針と今後のプラン



※経営計画書の作成にあたっては商工会議所と相談し、助言・指導を得ながら進めることができます。
※全ての欄が必須記入です。欄が足りない場合は適宜、行数・ページ数を追加できます。
【北海道胆振東部地震対策型・日本商工会議所提出用】









